
第10回 紀の川市
子ども･子育て会議

日時：平成30年3月28日（水）
午前10:00〜

場所：紀の川市役所 ２階
市⺠協働スペース



子ども・子育て支援制度について
制度の概要
�平成24年8月 全ての⼦どもが健やかに成⻑することができる

社会の実現を目指し、「⼦ども・⼦育て支援法」が
成立。

�平成27年4月 ⼦どもを生み育てやすい社会を形成することを目的とし
た、⼦ども⼦育て支援制度がスタート。

①質の高い幼児期の学校教育と保育を総合的に提供
②保育の量的な拡充・確保と教育・保育の質的改善
③地域の実情に応じた⼦育て支援の充実

�平成27年3月 紀の川市⼦ども･⼦育て支援事業計画を策定
(策定期間 平成27年度〜平成31年度までの5年間）





子ども･子育て会議の役割について
⼦ども･⼦育て支援法第77条の規定により、⼦ども･⼦育て会議の役割として、以下の事務を処
理することとされており、以下の事項を決める場合は、会議で意見を聴くこととされている。

１．特定教育・保育施設の利用定員の設定に関する事項(法第31条第2項）を処理すること。
・・・幼稚園･保育園・認定こども園の利用定員を定めようとするとき。

２．特定地域型保育事業の利用定員の設定に関する事項(法第43条第3項）を処理すること。
・・・小規模保育･家庭的保育等の利用定員を定めようとするとき。

３．市町村⼦ども･⼦育て支援事業計画に関する事項(法第61条第7項）を処理すること。
・・・市町村⼦ども･⼦育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするとき。

４．市町村における⼦ども・⼦育て支援に関する施策の総合的かつ、計画的な推進に関し、
必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。



平成３０年度保育所等入所申込状況（平成３０年３月１５日現在／３次締切）
施設名 施設の種類 １号(３-５歳)

(教育のみ）
２号(３-５歳）

(保育の必要性有）
３号(０-２歳）

(保育の必要性有）

入所児童数 定員数 入所児童数 定員数 入所児童数 定員数

こばと保育所 保育所 １６４ １８４ ６５ ６６
なるき保育所 保育所 １１３ １６０ １８ ２４
八王⼦保育所 保育所 ３１ ５２ ８ ８
川原保育所 保育所 １４ ６４ ３ ６
⻑⽥保育所 保育所 ４１ ８０ １０ １８
⻯門保育所 保育所 ３６ ６６ １３ １８
中貴志保育所 保育所 ７７ １１０ １０ １２
東貴志保育所 保育所 ３６ ８０ ３１ ３６
⻄貴志保育所 保育所 ６１ １５０ ― ―
丸栖保育所 保育所 ４９ ７６ ２３ ２３
鞆渕へき地保育所 保育所 ２ ８ ０ ４



施設名 施設の種類 １号(３-５歳)
(教育のみ）

２号(３-５歳）
(保育の必要性有）

３号(０-２歳）
(保育の必要性有）

入所児童数 定員数 入所児童数 定員数 入所児童数 定員数

粉河保育園 保育所 ９５ ９８ ４４ ４３
名手保育園 保育所 １１６ １３３ ５３ ７１
安楽川保育園 保育所 １４３ １５７ ５０ ５６
ながやま保育園 保育所 １０６ １０７ ６１ ６１
レイモンド
こども園

幼保連携型認定
こども園

７ ８ ５３ ５３ ４８ ４８

愛の光幼稚園 幼保連携型認定
こども園

２６ ２４ １５ ２６ １ ８

未来保育園 小規模保育所 ４ １８
山の⼦共同保育園 小規模保育所 ５ ９
ニチイキッズきの
かわ保育園

小規模保育所 １４ １９

合 計 ３３ ３２ 1,152 1,604 ４６１ ５４８



• 妊娠期から⼦育て期にわたるまでの総合
的相談支援の実施

• 保健師などの専門職が妊娠届出時や妊婦
相談などの機会を活用し、すべての妊産
婦等の状況を継続的に把握。必要に応じ
て関係機関と協力して支援プランを策定

事業概要・目的
担当課：こども課

②⼦育て・教育（育み学ぶ元気なまち 〜ともに育み生涯学ぼう〜）

若い世代が希望を持って出産・⼦育てができるよう関係機関と連携して、地域で包括的に妊婦や⼦育て家庭を支援
する仕組みを構築します。

●子育て世代包括支援センター運営事業 11,229千円

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援機能の強化

� 機構改革により「こども課」が設置されるタイミングに合わせて、「子育て世代包括支援センター」を庁舎
２階に設置

� ⺟⼦保健に関する相談に対応するため、妊娠期から⼦育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的な
相談支援を提供するワンストップ拠点として平成30年7月から事業開始

� 育児放棄や虐待などが問題視される中、妊娠期から産後の乳幼児健診時期までの間を重点的に支援
� 保健師、助産師などの専門職がすべての妊産婦の状況を継続的に把握し、必要に応じて関係機関と協力して

支援プランを策定することにより、妊産婦等にきめ細かい支援を実施
⼦育て世代包括支援センター

妊産婦等

相 談

助言・指導

• 医療機関（産科等）
• 保健所
• 児童相談所
• ⼦育て支援機関
• ⺠間機関 など

関係機関

連 携

子育て世代包括支援センターによるきめ細かい支援を実施



事業概要・目的

子育て支援サービスの充実 担当課：こども課

②⼦育て・教育（育み学ぶ元気なまち 〜ともに育み生涯学ぼう〜）

⼦育ての不安や負担軽減につなげるため、相談環境と交流機会の充実、仕事と⼦育ての両立を図るための支援策を
実施します。
●子ども・子育て支援事業計画策定 3,298千円 ●粉河地区保育所再編事業 505,624千円

●放課後児童健全育成施設整備事業 69,943千円

○平成30~31年度の2ヵ年で計画を策定し、計画策定
後、進捗状況の管理、評価を行うことで、総合的かつ
効果的な⼦育ての推進に寄与する事業を展開します。

⼦供が健やかに成⻑できる社会を目指し、乳幼児期
の教育・保育の総合的な提供や、地域での⼦育て支
援の充実を図るため、「⼦ども・⼦育て支援事業計
画」を策定する事業

子育てを社会全体で支援する環境づくり

○学童保育「てのひら」（池⽥小学校
内）

新築工事

児童がのびのびと過ごせる保育環境の整備

放課後における児童の健全な育成を図るため、老朽化
や
環境面に課題のある学童保育施設の整備を実施します。

新たな施設で快適な保育サービスを提供

粉河地区の公立３保育所（川原・⻑⽥・⻯門）と私立
粉河保育園を統合し、新たに⺠設⺠営型による新保育
所を設置することに伴い、建設費用に対する補助を実
施します。

○建設場所：旧粉河支所跡地北側

○事業期間：平成29~30年度
○開園予定：平成31年4月

平成29年度 平成30年度 平成31年度

新園舎建設用地
NTT

JA

設計業務
工事着手

建設工事 開園



小規模保育事業
• ニチイキッズきのかわ保育園

開所日 平成29年10月1日 （平成30年度 利用定員数）
事業者 株式会社 ニチイ学館
事業の種別 小規模保育事業Ａ型
設置場所 紀の川市打⽥704番地1
開所時間 7時から19時

（月から土曜日）
• 山の子共同保育園

事業者 NPO法人⼦育てサポート山の⼦
事業の種別 小規模保育事業Ｂ型

利用定員変更取消理由 平成30年度より、利用定員の増加を予定していたが、
現園舎の施設改修工事が必要となり、新園舎建設を延期し
たため、利用定員については、現状の９人。

0歳児 1歳児 2歳児 計
未来 ― 6 12 18

山の⼦ 3 3 3 9
ニチイ 6 6 7 19

計 9 15 22 46



認定こども園への移行
�幼保連携型認定こども園 愛の光幼稚園

移行日 平成30年4月1日移行
住 所 紀の川市粉河4620番地４
類 型 幼保連携型認定こども園

�幼稚園型認定こども園 あおば幼稚園
移行日 平成31年4月1日移行予定
住 所 紀の川市貴志川町岸小野207番地
類 型 幼稚園型認定こども園
予定利用定員数 150名

利
用
定
員

区 分 乳児
（満１歳
未満）

幼児
（満３歳
未満）

幼児
（満３歳
以上）

小 計 計

保育を必要とする⼦
ども ０人 ８人 ２６人 ３４人

５８人
保育を必要とする⼦
ども以外の⼦ども ０人 ０人 ２４人 ２４人



地域子育て支援拠点事業

�那賀⼦育て支援センター(名手保育園内）
�桃山⼦育て支援センター(安楽川保育園内）
�平成30年3月開所

レイモンド⼦育て支援センター(旧れもん保育園内）
（年間延利用者数推移）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

那賀⼦育て支援センター 7,062人（2,949組） 7,021人（3,002組） 6,816人（2,816組）

桃山⼦育て支援センター 4,848人（2,175組） 4,574人（2,147組） 5,308人（2,320組）



巡回支援専門員整備事業
�実施日

平成３０年度から実施
�事業内容

発達障害等に関する知識を有する専門員が、保育所等を
巡回し、職員等に対し障害の早期発見･早期対応のための
助言等の支援を行い、ケースに応じて、適切な支援に結び
つけられるよう関係機関との連携強化に努める。

�実施方法
市内保育所（園）･こども園･幼稚園 21園に対し、

各1回ずつ巡回



紀の川市子ども･子育て支援事業計画
次期計画について

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

平成
32年度

平成
33年度

平成
34年度

平成
35年度

平成
36年度

⼦ども･⼦育て支援事業計画
（H27〜H31年度）

次期 ⼦ども･⼦育て支援事業計画
（H32〜H36年度）

策 定ニーズ
調査


